兼業取扱規程
第１条（目　　的）

この規程は、従業員が兼業を行う際の許可等に関する取扱いに関して定めたものである。　
第２条（兼業の定義）

この規程において兼業とは、次の各号に掲げる場合をいう。

　　①他の事業者の役員等に就任し、または従業員として労働契約を結んだり、営利を目的とする業務に従事すること
  　②自ら営利を目的とする私企業を営むこと
第３条（兼業の許可）

従業員は、前条に掲げる兼業を行おうとするときは、あらかじめ所定の様式により、使用者の許可を受けなければならない。
第４条（兼業を許可しない場合）

使用者は、従業員が、次の各号のいずれかに該当する場合は、兼業の許可をしないものとする。

①兼業のために時間を割くことによって、職務の遂行に支障をきたすおそれがあると判断したと　　　　　
　き
②兼業による心身の疲労のため、職務の遂行上その能率に悪影響を与えると判断したとき

③兼業しようとする事業者又は業務に従事することによって、使用者の名誉を汚したり、信用を失墜すると判断したとき
④その他使用者が兼業の許可をすべきでないと判断したとき

第５条（実績報告）

第３条の規定による許可を受けて兼業を行う従業員は、当該年度の兼業の実績を所定の様式により報告しなければならない。
第６条（許可の取消し）

従業員が第3条の規定により兼業の許可を受けたのち、第4条の規定に該当した場合、兼業の許可を取り消すものとする。

付　　　　　　則
この規則は平成　　年　　月　　日から施行する。
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